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ベイン・アンド・カンパニー、アスタミューゼについて

ベイン･アン ド･カンパニーとアスタ ミ ューゼは 、脱炭素をはじめとする ESG領域において共同で

分析を行っています。企業が持つ個別技術やイノベーションが脱炭素に貢献する技術領域において、

どの程度競争力を有するかを定量的に示すことが可能です。ベイン･アンド･カンパニーは、ESGを起点とした、

企業価値の最大化、事業ポートフォリオの変革、新規事業の立上げ、株主・アナリスト等 IR戦略等、

様々な企業変革のご支援を行っています。
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：塚本幸子、渡部高士

アスタミューゼ株式会社

：野村篤志、渡邉正樹

【ご注意】

本レポートは、二次市場調査、ベイン･アンド･カンパニーに提供された財務情報の分析、および業界関係者への

様々なインタビューに基づいて執筆されています。ベイン･アンド･カンパニーに提供された、または公開されている

情報は独自に検証しておらず、これらの情報が正確または完全であることを明示的または暗示的に表明や

保証するものではありません。本レポートに含まれる市場予測、財務情報、分析、結論は、上記の情報と

ベイン･アンド･カンパニーの考えに基づくものであり、将来の業績や結果の確定的な予測であったり、保証する

ものではありません。

本資料に記載されている情報、分析は、投資目的での使用やその他助言を意図したものではありません。

また、ベイン･アンド･カンパニー、またはベイン･アンド･カンパニーの役員、取締役、株主、従業員、代理店は、

本資料に含まれる情報や分析の使用に関していかなる責任も負いません。

本資料の著作権はベイン･アンド･カンパニーおよびアスタミューゼ株式会社に帰属します。資料全体または

一部を公開、送信、配信、複写、複製、転載する場合は、ベイン･アンド･カンパニーとアスタミューゼ株式会社の

書面による許可が必要となります。
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はじめに

この度、データ解析企業のアスタミューゼと戦略コンサルティングファームのベイン･アンド･カンパニーは

共同で日本企業における に関する論文を発表致します 。本稿はその 回目として、

アスタミューゼの「炭素削減インパクトランキング」と共に、先進的な 取り組みを行っている

ランキング上位企業のケーススタディーをご紹介いたします。

▶ 業界別温室効果ガス排出量の全体像

▶ 炭素削減インパクトスコア算出アプローチ紹介

• 炭素削減に貢献する技術の整理および技術別炭素削減ポテンシャル評価

• 炭素削減技術別での企業の技術／特許競争力評価

• 企業別炭素削減インパクトスコア算出アプローチ

▶ 炭素削減インパクトスコアグローバルランキング上位 社発表

• 年時点の炭素削減インパクトスコアグローバル総合ランキング

• 年から 年にかけてのインパクトスコアの時系列推移分析

▶ ランキング上位企業のケーススタディ

業界別温室効果ガス排出量の全体像

現在温室効果ガスの排出量はその排出方法によって 「 The Greenhouse Gas Protocol 」 が定めた

スコープ1、2、3という区分けを用いて管理されており、スコープ1は事業者自らによる温室効果ガスの直接排出

（化石燃料の燃焼など）、スコープ2は他社から提供されたエネルギーの使用による間接排出（電気の使用など）、

スコープ3はスコープ1、2に含まれない間接排出（他社から購買する原料の生産・運搬の際の排出、自社の生産し

た製品を他者が利用した場合の排出、等）と定義されています。

日本のスコープ 1排出量に該当する年間温室効果ガス排出量（2019年）は約11億tCO2(e)となります。また業界別に

みると、電力業界、鉄鋼業界、化学業界の排出量が全体の約50%と大きな割合を占めています。今後、脱炭素の

動きが活発化するにつれて、電力、鉄鋼、化学業界のみならず、業界横断的な脱炭素技術の社会実装が、

各国が掲げている二酸化炭素削減目標達成の礎となります。
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エネルギー転換製造業 家庭サービス業 その他事業用運輸

製造業 その他サービス業 家庭事業用運輸・その他卸小売業

図表 年の日本の年間温室効果ガス排出量は約 億 で、エネルギー転換を除く
排出量約 億 の内、製造業と事業用運輸が大半を占める

注： 運輸セグメントはその他業種（例、卸小売業、運郵便業）の運輸消費を含む。その他サービスは学術研究・専門・技術サービス業、複合サービス事業、
公務等を含む。その他非エネルギー起源は廃棄物のエネルギー利用、廃棄物の焼却と野焼き等を含む
出所： 国立環境研究所 日本の温室効果ガス排出量、資源エネルギー庁平成 年度エネルギー消費統計調査、 家庭からの二酸化炭素排出量
（ 年度）、 家庭における消費電力量の内訳、 日本国内の電源構成（ 年度の年間発電量）

合計排出量 億

炭素削減インパクトスコア算出アプローチ紹介

アスタミューゼでは、主に技術的な観点から炭素削減の課題を整理の上、これら課題解決に貢献する技術を

俯瞰的に整理し、技術別での「炭素削減ポテンシャル(A)」を定量評価しています。さらに、これら技術を保有する

企業別での「技術・特許競争力(B)」を定量評価の上、 (A)と(B)を乗じることで、「炭素削減インパクトスコア」を

算定しています。

同スコアは事業会社の経営企画部門の方を主な対象として、自社保有技術の炭素削減インパクトの可視化に

とどまらず、自社保有技術の用途展開／新規事業探索、有望な炭素削減技術を保有する提携／M&A候補先

探索、事業ポートフォリオの見直し等での活用が見込まれます。

以下では、炭素削減インパクトスコア算出アプローチ概要および、同スコアに基づくグローバル企業ランキングを

ご紹介します。

（１） 炭素削減に貢献する技術の整理および技術別炭素削減ポテンシャル評価

二酸化炭素、メタンのような炭素を含む温室効果ガスは、人類の様々なエネルギー利活用により排出されます。

こうした炭素の排出量を削減するためには、（a）エネルギー利用を効率化すること、（b）炭素を排出しない代替物を

利用すること、（c）排出された炭素を削減すること、が課題となります。
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アスタミューゼでは、これらの課題解決に貢献するアプローチ／技術を俯瞰的に整理し、38の技術を特定して

います。これらの分析においては、客観的で確からしい技術情報（特許データ）の他、最先端の研究テーマ

（公的研究開発投資データ）、有望なビジネスモデル（ベンチャービジネス投資データ）等約７億件に及ぶ

同社保有データベースおよび領域俯瞰的なテクノロジーアナリストの知見を活用しています。

これら38の炭素削減技術別の削減ポテンシャルは、以下の3要素を乗じることで算出しています。

（a） 各炭素削減技術が削減貢献できる2020年時点の排出炭素量

（b） 2030年／2050年時点での、各炭素削減技術の既存技術比炭素削減率

（C） 2030年／2050年時点での、炭素削減技術の社会実装率

なお、これら38の技術別炭素削減ポテンシャルの時系列での推移を分析するため、2030年／2050年の2つの時点

でのポテンシャルを定量評価しています。

こうしたアプローチで算出した技術別炭素削減ポテンシャルは以下の通りです。

目的 課題 炭素削減技術 炭素削減ポテンシャル（単位：億トン）

年
（ ）

年
（ ）

年と 年
の差分（（ ） （ ））

エネルギー
利用を
減らす

エネルギー
利用の
効率化

パワー半導体

廃棄物・下水汚泥処理（水素、メタン、 でエネルギー回収等）

高効率火力発電（石炭、天然ガス、油田からのメタン回収等）

スマート交通、

省エネ家電、照明

低エネルギー住宅（断熱、 ・ ・ ・ 等）

エコカー（エンジン効率化、小型化による使用料削減、躯体の軽量化等）

スマートグリッド・スマートシティ

食品製造時の副生成物、廃食品の活用、フードロス削減

送電ロス低減（超電導線材等）

化石燃料を
使わない

化石燃料
利用の
削減

水素システム・インフラ（製造、貯蔵、配送）

産業機器類の電化（加熱、乾燥等）、エネルギーマネジメント

水素／アンモニア発電

電気駆動・給電設備（船、飛行機、農機、建機等）、自動車を除く

電気自動車

低炭素製鉄（コークス代替還元材料、水素等）

アンモニア駆動（自動車・船舶）

水素・燃料電池車

バイオ素材（コンクリート・バイオマス由来プラスチック等）

モーダルシフト（公共交通機関・トラック・オンデマンド交通等から鉄道、船舶等へ）

原子力、核融合

フロン類の排出抑制、グリーン冷媒

培養肉、代替肉、乳代替（畜産メタンの削減等）

エネルギーハーベスティング

蓄熱・熱輸送技術、ヒートポンプ

再エネ等の
利活用の
促進

水力エネルギー、中小水力発電

海洋エネルギー

太陽光・太陽熱発電

バイオエネルギー（発電、燃料）

風力エネルギー

地熱エネルギー

排出された
炭素を
減らす

炭素の
回収・
固定化

吸収・吸着・分離素材

土壌・海洋への炭素貯蓄

地層注入・海底貯蓄

植林・砂漠緑化

炭素の
利用

カーボンリユース（回収した を製造に利用、化学品、燃料、コンクリート等）

木材の高度利用、プラスチック・金属素材の木材・紙化

スマート農業

赤字：ポテンシャルが大きい上位 技術
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上記のとおり、2030年時点では水力エネルギー・中小水力発電、太陽光・太陽熱発電、パワー半導体が

炭素削減に対するインパクトの高い技術となります（上記「2030年(a)」参照）。一方、2030年以降2050年までの

間には、水素システム・インフラ、CO2吸収・吸着・分離素材、廃棄物・下水汚泥処理等技術のポテンシャルが

高まることが見込まれます。（「2030年と2050年の差分(b)-(a)」参照）

（2） 炭素削減技術毎の企業別の技術／特許競争力評価

上記で整理した38の炭素削減技術において、企業の技術／特許競争力を可視化するため、アスタミューゼは

独自に開発した特許スコアリング手法を活用して技術／特許競争力評価を行いました。評価アプローチとしては、

各特許の他社への排他権としてのインパクト評価に加え、地理的な権利範囲（出願国など）、権利の時間的な

残存期間などを重みづけし、特許毎にスコアリングをした「パテントインパクトスコア」を算出し、これを企業単位で

集計した「トータルパテントアセット」を活用しています。

（3） 企業別炭素削減インパクトスコアの算出アプローチ

（1）で算出した38の技術別の「炭素削減ポテンシャル」と、（2）で算出した企業別の技術／特許競争力評価を

乗じることにより、企業別の「炭素削減インパクトスコア」を算出しています。

本リリースでは、2050年時点での企業別炭素削減インパクト総合スコア（企業毎の技術別炭素削減インパクトスコア

を合計したスコア）上位20社のご紹介および、同20社の2030年からの順位およびスコアの推移分析結果を

ご紹介します。
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年炭素削減インパクトスコアグローバルランキング （参考） 年

順位 企業・組織 国籍 炭素削減インパクトスコア 年から 年の順位変化 順位 炭素削減インパクトスコア

日本

米国

日本

ドイツ

韓国

日本

日本

米国

日本

米国

日本

日本

米国

ドイツ

米国

韓国

日本

日本

日本

日本

2050年時点の炭素削減インパクトスコア総合ランキング第1位はトヨタ自動車であり、電気自動車、水素／燃料

電池車等の技術で競争力首位となりました。同社は、自動車関連技術の他、スマートグリッド・スマートシティー、

水素アンモニア発電等の技術競争力でもグローバル上位3位以内に入るなど、多様な領域で高い技術競争力を

有していることがわかりました。日本企業はトヨタ自動車以外にも、グローバルランキング上位10位以内に

三菱重工、日立製作所、東芝、本田技研の4社がランクインしました。これらの企業が高い競争力を有する領域は

多岐にわたりますが、水素（水素システム・インフラ、水素・アンモニア発電等）、自動車（電気自動車等）、

エネルギー（水力エネルギー／中小水力発電等）関連技術に加え、CO2吸収・吸着・分離素材、パワー半導体等を

中心に、日本企業が高い技競争力を有していることがわかりました。

なお米国では、グローバルで第2位のGeneral Electricが同国企業最高位となり、炭素の地層注入／海底貯留や、

高効率火力発電技術で高い技術競争力を有しています。

また、欧州企業ではSiemensが最高位(グローバルで第4位)となっており、水素／アンモニア発電、エネルギー

マネジメントシステム、風力等の領域で、世界でもトップクラスの技術競争力を保有しています。

炭素削減インパクトスコアグローバルランキング上位 社発表

（1） 2050年時点の炭素削減インパクトスコアグローバル総合ランキング

出所： アスタミューゼ分析
日本企業
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国内株式
外国
株式

国内
債券

外国
債券

技術的機会

政策リスク

物理的リスクと機会

（2） 2030年から50年にかけてのインパクトスコアの時系列推移分析

2030年と2050年を比較した結果、上位3社（トヨタ自動車、General Electric、三菱重工）の顔ぶれには変化が

ありませんでしたが、2030年から2050年にかけて順位を上昇（または下落）させることが見込まれる企業もあります。

例えば、本田技研は2030年の17位から2050年には9位と大きく順位を上昇させることが予測されます。この背景と

しては、2030年から2050年にかけて炭素削減ポテンシャルが急速に高まると見込まれる水素システム・インフラや

水素・燃料電池車関連技術において、同社が高い競争優位性を有していることが貢献しています。

ランキング上位企業のケーススタディー

「脱炭素」は多くの企業にとってリスクとして捉われておりますが、企業が保有する技術を活用する事により、

新たなビジネスの機会創出にもなり得ます。例えば、GPIFの2019年ESG活動報告によると、気温が2℃上昇する

シナリオ下では、技術面での新たな機会創出が見込まれるため、脱炭素は日本企業に対するリスクより、

成長機会が上回る可能性があると発表しております。

図表

（ ）は気候変動が株式価値や債券価値に与える影響を示す指標（パリ協定 ℃シナリオを基に算出）
出所 活動報告書を基にベイン・アンド・カンパニー作成

脱炭素を含むESG施策を成長機会、すなわち企業価値向上につなげる為には、大きく4つの要件があります。

それらの要件とは、①明確なターゲット、②ターゲットの達成に必要な「攻め」と「守り」のESG施策、③ESG施策を

実行する為のオペレーティングモデル、④ESG施策の成果の対内・対外的コミュニケーションを含む効果の刈り取り

です。



炭素削減インパクトランキングと脱炭素先進事例のご紹介

明確な 目標の策定

マテリアリティが高い自社の最重要 課題について定量的な短期、中期、長期目標を策定

目標を達成するために実行すべき施策・優先順位を計画

「攻め」

推進を軸に、提供している製品・サービスを
差別化し、顧客に価値訴求を行う事で売上を増加し、
企業価値の増加を狙った施策

「守り」

リスク管理、規制対応など、売上増加には直結せず、
企業価値の低下を防ぐ為の施策

「攻め」と「守り」を実行する為のオペレーティングモデル
（組織体制、責務・役割分担、ガバナンス、プロセス）を設計

最高サステナビリティ責任者と最高財務責任者が連携し、事業計画に「攻め」と「守り」の施策を組み込む

本社、各事業部、各地域の を策定

パートナーシップを含む、社内外の責務・役割を策定、等

施策を実行し、効果を刈り取り

推進体制を実装

全社横断的に を管理

施策の成果を投資家を含む社外・社内ステークホルダーに発信

、パートナーシップ、等

図表 戦略と価値創造プランの策定にはビジネス戦略の策定と同様の手順が求められる

出所： ベイン・アンド・カンパニー

上記の要件を満たすことで、ESGの推進と企業価値向上を実現したドイツの製造メーカー、Siemensのケース

スタディをご紹介します。

Siemensは1847年にドイツで創業した製造メーカーで、現在は生産設備、情報通信、防衛、交通、家電、システム

ソリューション等、幅広く事業を展開している会社です。Siemensは2014年にVision2020という経営方針を発表し、

その中で従来のマネジメントモデルを発展させ、サステイナビリティを包括した新たな事業戦略を提唱しました。

更に、2015年に、製造メーカーにとってマテリアリティの高い脱炭素に向け、主要競合より一歩先んじて、2030年まで

にスコープ1及び2に加え、温室効果ガス排出量ニュートラルの実現を目標として掲げました。以降、ESG推進を

成長戦略の一つの柱とし、ターゲットの達成に向けた施策、組織設計、コミュニケーションを策定・実行しています。

「攻め」の施策においては、スタートアップの支援や外部パートナーシップによる新たな技術・サービスの開発に

特化した子会社であるネクスト47を設立しており、小規模電力網用デジタルソリューションの開発や、エアバス・

ロールスロイスとハイブリッド電動飛行機「E-Fan X」の共同開発を実施しています。また、産業機器の電化・効率化

などを含む顧客へのデジタルソリューション提供に向け、産業用ソフトウェア開発会社であるMentor Graphics

Corporationを2017年に買収し、「守り」の施策として、ガス・電力事業を分社化し、2025年までに持ち株比率を25%

までに減らし連結対象からの除外を目指すなど、ポートフォリオの脱炭素化を推進しています。上記の脱炭素施策

を含むESG推進を実行する為に、Siemensは上級管理職や取締役会の報酬とESG目標の達成度合いを連動させる

ことで、ESG推進にインセンティブを設けています。また、各事業、地域の連結子会社CEOは責任領域に対して

ESG活動目標を設定し、KPIを管理することが必須となっています。Siemensは既に2015年比でスコープ1及び2、



炭素削減インパクトランキングと脱炭素先進事例のご紹介

そして温室効果ガス排出量を半減させることに成功しており、EV/EBITマルチプルは 2014年 1月から

2020年1月にかけて1.2倍上昇（主要競合企業中央値は0.7倍）、同期間のEBITマージンは1%上昇（主要競合企業

中央値は-1.6%）しています。また、DJSI、MSCI、CDP、FTSEなどの多くのESG認証機関から高く評価されています。

Siemensは2021年6月に事業戦略の一部となる“DEGREE”フレームワークを発表し、脱炭素（Decarbonization）に

加え、倫理（Ethics）、ガバナンス（Governance）、資源効率性（Resource efficiency）、公正さ（Equity）、

雇用環境（Employability）の領域におけるターゲットを掲げ、ESG推進を強化しています。

改めて、今後脱炭素の流れは世界的に加速することが見込まれ、炭素インパクトランキングにて上位ランクを

誇る日本企業にとっては大きなビジネスチャンスとなります。今回ご紹介させていただいたSiemensと同様、

明確な脱炭素ターゲット、施策、を設定し、イネイブラーを設ける事により、脱炭素という世界的な社会課題の

解決への貢献と並行し、企業価値の向上が期待されます。



ベイン･アンド･カンパニーは、未来を切り開き、変革を起こそうとしている世界のビジネス・リーダーを

支援しているコンサルティングファームです。1973年の創設以来、クライアントの成功をベインの成功指標とし、

世界38か国63拠点のネットワークを展開しています。クライアントが厳しい競争環境の中でも成長し続け、

クライアントと共通の目標に向かって「結果」を出せるように支援しています。ベインのクライアントの株価は

市場平均に対し約4倍のパフォーマンスを達成しており、私たちは持続可能で優れた結果をより早く

提供するために、様々な業界や経営テーマにおける知識を統合し、外部の厳選されたデジタル企業等とも

提携しながらクライアントごとにカスタマイズしたコンサルティング活動を行っています。
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